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２ 果樹産地再生対策の骨子案について

団体指導室

流通販売課

園芸振興課

本県の果樹産地が雪害から復旧し、より力強い産地として再生されるよう、収益性の高

い樹園地への転換や担い手の育成強化、市場対応力の強化、加工施設の整備の促進など、

生産から販売までにわたる対策を総合的に実施し、果樹農家が将来に向けて意欲を持って

経営に取り組むことができる環境を整備する。

１ 収益性が高く雪害に強い樹園地への再生対策

(1) 樹園地復旧対策の促進（拡充）

雪害により被害を受けた樹園地における補・改植、樹体や棚等の修復・再生に要す

る経費を助成する。

・ 事業主体：市町村

・ 事業年度：平成２３～２４年度

(2) 県オリジナル品種の新改植の促進（拡充）

りんごの県オリジナル品種「秋田紅あかり」や「秋田紅ほっぺ」への転換を推進す

るため、苗木の無償配布を行う。

・ 事業主体：県（（社）秋田県果樹協会に業務を委託）

・ 配布目標：年間１万本程度（平成２３年度は３，５００本）

・ 事業年度：平成２３～２５年度

(3) 樹種複合化等の促進（拡充）

果樹農家の収益性の向上を図るため、ももやぶどう大粒種等といった市場性が高い

樹種や品種の導入に要する経費を助成する。

・ 事業主体：果樹産地協議会

・ 事業年度：平成２３年度～

※ 一定面積以上の改植については、国の果樹経営支援対策事業を活用し、当該

事業の対象とならないものは、(1)の事業で助成

参考：果樹の改植等に係る国庫事業

① 果樹経営支援対策事業（２ａ以上）

・対 象：もも、ぶどう等への改植に係る経費

・補助率：１／２

② 果樹未収益期間対策事業（５ａ以上）

・対 象：未収益期間の育成費

・補助率：定額２０万円/10a

(4) 山手から平坦地等への移動改植（拡充）

果樹作業や樹園地内の除雪の効率化を図るため、急傾斜地から平坦地等への移動改

植に要する経費を助成する。
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・ 事業主体：果樹産地協議会

・ 事業年度：平成２３年度～

※ 一定面積以上の改植については、国の果樹経営支援対策事業を活用し、当該

事業の対象とならないものは、(1)の事業で助成

参考：果樹の改植等に係る国庫事業

① 果樹経営支援対策事業（２ａ以上）

・対 象：わい化りんごへの改植に係る経費

（山手の園地の伐採等も対象）

・補助率：定額３２万円/10a

② 果樹未収益期間対策事業（５ａ以上）

・対 象：未収益期間の育成費

・補助率：定額２０万円/10a

(5) 園内道の整備等（新規）

防除作業の効率化や冬期間のアクセスの確保を図るため、園内道の新設及び付替え、

補修等に要する経費を助成する。

・ 事業主体：共同防除組織等

・ 事業年度：平成２４～２５年度

２ 産地再生をリードする担い手の確保・育成

(1) マッチングによる樹園地の利用集積（新規）

担い手への利用集積や平坦地等への移動改植に向けたマッチングを推進するため、

推進員の配置や集積マップの作成を行う。

・ 事業主体：県

・ 事業年度：平成２４～２５年度

(2) 共同防除組織の育成強化（拡充）

担い手の高齢化等による組織の機能低下に対応し、適期防除を実施するため、共同

防除組織の再編や体制の強化のための活動に要する経費を助成する。

ア 共同防除組織の再編・新設活動の支援

・ 事業主体：共同防除組織

※ 平成２３年度は、４組織に各１００千円を助成

・ 事業年度：平成２３～２５年度

イ 防除体制の強化のためのスピードスプレーヤーの導入等の支援

・ 事業主体：共同防除組織

・ 事業年度：平成２４～２５年度

ウ 防除技術の向上に向けた研修等の実施

・ 事業主体：県（（社）秋田県果樹協会に業務を委託）

・ 事業年度：平成２３～２５年度
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(3) 果樹作業受託組織の育成（拡充）

摘果・摘葉や収穫等の作業のピーク時における雇用を安定的に確保するため、作業

受託組織（コントラクター）を育成する。

・ 事業主体：県

・ 事業年度：平成２３～２５年度

(4) 果樹産地を支える担い手の育成（新規）

将来を担う若い担い手を中心に、技術力や経営力の向上を図るため、新技術や経営

マネジメント等の研修を実施する。

・ 事業主体：県（（社）秋田県果樹協会に業務を委託）

・ 事業年度：平成２４～２５年度

３ 担い手の経営を支える制度資金の創設

別紙のとおり

４ 市場競争力の強化や加工による付加価値の向上

(1) 県オリジナル品種の販売力の強化（拡充）

りんごの県オリジナル品種を中心に市場競争力を強化するため、一元出荷・販売体

制を整備し、市場等におけるプロモーション活動を展開する。

・ 事業主体：県

・ 事業年度：平成２３～２５年度

(2) 果実加工施設の整備の促進（新規）

果実の高付加価値化のため、加工施設の整備計画の具体化や新商品の開発等に要す

る経費を助成する。

・ 事業主体：市町村、農業団体等

・ 事業年度：平成２３～２４年度

【参考】目標とする指標（出典：県果樹農業振興計画等）

○ りんごの「ふじ」の品種構成比率

６５％（平成２１年） → ５０％（平成３２年）

○ りんごのわい化栽培比率

３０％（平成２１年） → ４０％（平成３２年）

○ 目指す果樹経営の類型例

りんご単一経営 ３ヘクタール

りんご樹種複合 ２ヘクタール ＋ もも １ヘクタール

○ 共同防除組織によるりんご園の防除カバー率

４１％（平成２１年） → ５０％（平成２５年）
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別紙

果樹産地再生支援資金（仮称）の創設について

１ 趣 旨

平成２２年１２月以降の豪雪（以下「２２年豪雪」と言う。）により、果樹施設及び

樹体等に被害を受けた果樹農家が、今後も意欲を持って果樹栽培を継続するとともに、

将来にわたって産地を維持・発展させていくために必要な資金を確保するため、農家の

多様なニーズに対応した総合的な制度資金を創設する。

２ 事業内容

(1) 資金使途

ア 樹園地復旧資金

・ 補改植及び樹体・棚等の修復に係る経費（苗木、資材、借上料、雇用労賃等）

・ 樹園地復旧のために借り入れした営農維持緊急支援資金等の借り換え

イ 果樹育成資金

・ 補改植樹木が成熟するまでの間（未収益期間）の当該樹木の育成費（肥料・農

薬・雇用労賃等）

ウ 減収補てん資金

・ 豪雪被害又は補改植による減収に伴い不足となる農業経営費

エ その他果樹産地の振興に必要な資金

・ 樹園地集積に係る経費、規模拡大に係る経費、新規参入に係る経費、廃園（伐

根等）に係る経費

オ 営農負債一本化資金

・ 既往の営農債務一本化（借換）

(2) 融資対象者

次のいずれかに該当する果樹栽培農業者（法人、任意組織を含む）

ア ２２年豪雪被害農業者

イ 補改植実施農業者

ウ 規模拡大又は新規参入農業者

(3) 融資限度額 個人：１，８００万円、法人：３，６００万円（特認：必要な額）

(4) 貸付利率 ０．５％（ただし、２の(1)のオについては１．０％）

（※融資機関資金を原資とした利子補給方式とする）

(5) 融資期間 平成２４年１月１日～平成２８年１２月３１日

(6) 融資機関 農業協同組合、銀行、信用金庫等

(7) 償還期限 １５年以内（うち据置５年以内）
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３ 戸別所得補償制度への加入状況について

水田総合利用課

平成２３年度の戸別所得補償制度への加入状況については、昨年度、様子見していた農

家が、米の所得補償交付金等のメリットを感じて加入に転じたことなどから、本県の加入

率は、昨年度の９２．９％から９４．８％に増加した（面積ベース）。

１ 加入申請件数（７月末現在）

加入申請件数は、４４，９１８件と昨年度の実績に比べ、１，３００件余り増加（前

年度比１０３％）した。また、法人化の進展に伴い、集落営農組織から法人へ移行して

加入する事例が見られた。

【経営形態別の加入申請件数】 （単位：件、戸）

加入申請 経営形態別

区 分 件 数 個 人 法 人 集落営農
構成戸数

Ａ＋Ｂ＋Ｃ Ａ Ｂ Ｃ

秋 H23 44,918 44,193 239 486 10,403
田
県 H22 43,557 42,854 206 497 10,947

全 ※H23 1,192,576 1,178,115 7,109 7,352 236,388

国 H22 1,163,090 1,149,505 6,187 7,398 238,277

注）全国欄の※Ｈ23の数値は、被災５県等が申請延長のため途中の集計分

【交付金別の加入申請件数（秋田県）】 （単位:件）

加入申請件数 米の 畑作物の 水田活用の

所得補償交付金 所得補償交付金 所得補償交付金

44,918 39,233 4,723 34,546

２ 米の所得補償交付金の申請面積（７月末現在）

米の所得補償交付金の申請面積は７４，４２３ｈａで、生産数量目標の換算面積（米

の配分面積）が減少したにもかかわらず、加入申請件数が増加したことから、昨年度

（７４，９７５ｈａ）と同程度になっている。
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これにより、生産数量目標の換算面積をもとにした加入率は、昨年度の９２．９％か

ら９４．８％に増加した。

（単位:ha、％）

面 積 加入率

区 分 申請面積 生産数量目標 Ｈ２３ Ｈ２２

換算面積 (参考)

秋田県 74,423 78,481 94.8 92.9

全 国 ※950,728 ※1,196,720 ※79.4 73.2

注1）申請面積は、自家消費米相当分として、一律10ａ控除する前の面積

注2）Ｈ23の全国欄の数値※は、被災５県を除くデータ（申請延長のため未集計）

３ 畑作物の所得補償交付金の申請面積（７月末現在）

畑作物の所得補償交付金の申請面積は、麦・大豆とも前対策の水田経営所得安定対策

と、ほぼ同程度となっている。
（単位：ha）

区分 麦 大豆 そば なたね 計

H23 403 7,575 2,127 89 10,194

※H22 451 7,536 - - -

注）※H22：水田経営所得安定対策の申請面積

４ 水田活用の所得補償交付金の申請面積（７月末現在）

申請面積では、大豆が最も多く約７，５００ｈａで、次いで加工用米となっている。

飼料用米などの新規需要米が増え、米による転作が増加した。

（単位：ha、％）

区分 麦 大豆 飼料 米粉 飼料 WCS 加工 その 計

作物 用米 用米 用稲 用米 他

H23 402 7,540 1,970 665 1,845 991 7,466 9,818 30,697

H22 464 7,775 1,996 746 747 665 7,966 7,349 27,708

比率 86.6 97.0 98.7 89.1 247.0 149.0 93.7 133.6 110.8
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５ 戸別所得補償制度による交付金見込（試算）

７月末現在の申請面積から試算すると、次のとおりの交付金が見込まれる。

○ 米の所得補償（定額部分）は、昨年度とほぼ同じ約１０５億円の交付

○ 畑作物の所得補償は、麦・大豆の交付単価の増額や、そば、なたねが対象に加わ

ったことにより、約２６億円の交付

○ 水田活用の所得補償は、高単価の新規需要米の拡大などにより、昨年度に比べて

１６億円増の約１０２億円の交付

３つの交付金の合計（米の変動部分を除く）では、約２３４億円で昨年度より２５億

円ほどの増額交付と見込まれる。

区 分 作 物 名 交付面積 交付単価 交付金額 H22交付実績

(ha) (円/10a) (百万円) (百万円)

米の 定額部分 70,500 15,000 10,575 10,582

所得補償 変動部分 － 10,653

小計 10,575 21,235

畑作物の 麦 403 26,288 106
前対策の水田経

所得補償 大豆 7,575 28,841 2,185 営所得安定対策

そば 2,127 13,511 287
等

1,503

なたね 89 7,341 7

小計 2,585 1,503

水田活用の 麦・大豆・飼料作物 9,912 35,000 3,469 3,570

所得補償 新規需要米 3,501 80,000 2,801 1,727

そば・なたね・加工用米 9,482 20,000 1,896 1,984

産地資金 － － 2,056 1,351

小計 10,222 8,632

合計(米の変動部分除く) 23,382 20,717
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米の所得補償交付金 

(岩盤対策） 
１．５万円／10ａ 

米価変動補てん交付金 
(下落対策) 

当年産の販売価格が標準的な販売価格を下
回った場合、その差額を補てん 

    米に対する助成 

 
 

 

  

    水田活用の所得補償交付金 (転作助成金) 

戦略作物助成 

対象作物 交付単価

麦、大豆、飼料作物 3.5万円/10a

米粉用米、飼料用米、ＷＣＳ用稲 8.0万円/10a

そば、なたね、加工用米 2.0万円/10a

産地資金 

地域の実情に即して、麦・大豆等の戦略作物の生産性向上、地域振興作物
や備蓄米の生産の取組等を支援 

 
 

 

  

    畑作物の所得補償交付金 （Ｈ２３年から） 

対象作物 　平均交付単価

小麦【水田・畑地】 6,360円/60㎏
大豆【水田・畑地】 11,310円/60㎏

対象作物 　平均交付単価

そば【水田・畑地】 15,200円/45㎏
なたね【水田・畑地】 8,470円/60㎏

数量払 

前年産の生産面積に基づき交付 ２．０万円／10ａ 

面積払(営農継続支払) 

参考 
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４ 米の先物取引（試験上場）について

水田総合利用課

(株)東京穀物商品取引所と関西商品取引所は、８月８日に、７２年ぶりとなる米の先物

取引を開始した。今後２年間の期限付きで試験上場が行われ、その結果を検証して、本上

場の認可・不認可が判断される。

１ 先物取引とは

○ 特定の商品（米）を将来の決めた日に、あらかじめ決めた価格で売買の約束をする

取引である。

現物の受渡しによる決済のほか、契約期限が到来するまでは、途中で転売・買い戻

しをして差額を決済することが可能な仕組みになっている。

○ 先物取引の機能としては、

・ 公正・透明で信頼性の高い指標価格の提供

・ 価格変動のリスク回避・軽減

などがある。

２．経緯

平成17年12月 (株)東京穀物商品取引所等が米の先物取引の試験上場を申請

国は、「生産調整に支障を及ぼす恐れがある」との理由で不認

可とした。

平成23年3月8日 試験上場を再申請

背景として、戸別所得補償制度が導入される一方、米の価格

決定を市場に委ねる仕組みに転換されたことや、米の需給調整

が生産者の経営判断による選択制に転換されたことなどがある。

平成23年7月1日 農林水産省が試験上場を認可

平成23年8月8日 取引開始

３ 農林水産省の認可

○ 先物取引の試験上場については、商品先物取引法上、次に該当しない場合は認可し

なければならないとされている。

・ 先物取引を公正かつ円滑にするために十分な取引量が見込まれないこと

・ 生産及び流通に著しい支障を及ぼし、または及ぼすおそれがあること

○ 農林水産省は、「不認可にする理由が見当たらない」として認可した。

9



４ 賛成・反対の主な論点

○ 生産調整の誘導策との整合性

戸別所得補償制度は、米の生産調整の達成を要件としており、前回申請時と

同じでは・・

○ 戸別所得補償制度との関係

先物取引で価格変動のリスクヘッジが出来るなら、戸別所得補償制度に加入

する必要はなく、現行制度と矛盾するのでは・・

○ マネーゲームへの懸念

主食である米を投機の対象としてよいか・・

○ 震災復興の最中の上場

東日本大震災の被災地の早急な復興等を図ることが先決では・・

５ これまでの取引状況

○ 取引開始日の８月８日、東京穀物商品取引所では、値幅制限の上限を超える買い注

文が殺到し、取引が不成立で終了した。関西商品取引所では、１俵１９，２１０円の

高値でスタートした。

○ 開始初日の荒っぽい値動きから、その後は１５千円台で推移し、上場から１ヵ月経

過したが、取引は低迷している。

○ 現在、収穫期を迎え、米卸業者が２３年産米の仕入れを本格化する時期にあり、現

物の手当を優先していることや、米の先物取引が初めての業者が多く、一連の取引を

様子見していることなどが、取引低迷の要因となっている。

６ 本上場の認可基準

○ 試験上場後（２年後）に本上場する場合は、商品先物取引法における次の基準を満

たした上で、改めて、農林水産大臣の認可を受けることが必要となる。

・ 先物取引を公正かつ円滑にするために十分な取引量が見込まれること

・ 申請者が当該上場商品等の生産及び流通を円滑にするため必要かつ適当である

こと

７ 適正な監視と十分な検証

○ 県として、次の事項について国に要請している。

・ 価格の乱高下などにより、米の生産現場や流通・消費に混乱が生じないよう、

市場の管理・監督を適切に行うこと

・ 戸別所得補償制度との整合性が保たれているかなど、現行の米政策との関係を

十分に検証すること
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５ 県産材の需要拡大に関する検討会について

林業木材産業課

１ 目的

東日本大震災後に木材の流通が変化していることを踏まえ、今後の県産材の需要

拡大を図るため、具体的な取組の方向性を探る場として、「県産材の需要拡大に関

する検討会」を設置した。

２ 構成

・ 木材加工部門：２名（製材、建設産業サポーター）

・ 木材流通部門：３名（商社、卸売）

・ 住宅産業部門：２名（建築設計、住宅メーカー）

・ 木材関連一般：１名（財団法人秋田県木材加工推進機構）

・ オブザーバー：２名（秋田県立大学木材高度加工研究所、東北森林管理局）

・ 県

３ 開催のスケジュール

検討会は平成２３年度に５回程度開催（２カ月に１回程度）し、年度末に最終と

りまとめを行う予定。

なお、第１回検討会は９月５日に開催した。

４ 第１回検討会の概要

被災地の被害状況（別添）や国産材を取り巻く状況等について説明し、意見交換

を行った。

【委員から出された主な意見】

① 復興住宅等への県産材の需要拡大に向けた取組について

・ 乾燥材等、品質・性能の確かな製品の大ロットでの供給が必要。

② 首都圏等大消費地への県産材の需要拡大に向けた取組について

・ 首都圏及び被災地等への流通促進のための支援をすべきではないか。

③ 県産材の需要拡大方針の作成に関すること

・ 復興需要のみではなく、長期的な需要拡大を考えていくべき。

（別添資料）

第１回検討会で報告のあった「東日本大震災により被災した住宅等建築物などの

状況」

報告者：山内 秀文 木材高度加工研究所准教授
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